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中村裕哲（大同大学） 

       hinakm@daido-it.ac.jp 

 

キーワード：クロスボーダーM&A、国際戦略提携、国際合弁、日立 

 

１．はじめに 

本研究は、日立製作所の国際戦略提携や合弁、クロスボーダーM&A に関する事例を分析

し、日立の国際市場参入戦略の進化を探ることを目的としている。特に、テキストマイニン

グ技術を用いて新聞記事からデータを抽出し、年次報告書や日立経営者の書籍を参照して

日立の事業再構築を検証する。日本経済はバブル崩壊後「失われた 30 年」に入り、日立も

リーマン・ショック後に巨額の赤字を計上するなど、深刻な経営危機に直面した。しかし、

この危機を契機に日立は大規模な改革を実施し、経営の効率化や不採算事業の整理を進め

るとともに、海外企業の買収や戦略的パートナーシップの構築を推進した。さらに、社会イ

ンフラや IT 分野への投資を強化し、収益の安定化を図ることで V 字回復を達成した。日立

の復活は、日本の製造業にとっても参考になろう。 

   

図表 1 日立の売上高・利益率の推移 

 

出所：日経バリューサーチで作成 

 

2．問題意識 

 グローバル化が進展する中で、日本企業が国際競争力を強化するためにどのような戦略

を採用しているのだろうかという問題意識を基に研究を開始した。特に日立製作所のよう

な大手企業が、国内市場依存から脱却し、戦略提携やクロスボーダーM&A を通じて事業の

多角化と成長を追求してきた経緯と成果に注目する。 
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 リサーチクエスチョンとしては、日立製作所が進めてきた国際戦略提携やクロスボーダ

ーM&A の変遷を総合的に分析し、これらの戦略がどのような成果や課題をもたらしたのか、

また他の日本企業にとってどのような示唆が得られるかを探りたい。 

 

３．研究の目的 

 本研究の目的は、日立製作所が 2000 年代に推進した国際戦略提携やクロスボーダーM&A

の変遷を総合的に分析し、その戦略的成果と課題を明らかにすることである。特に、2009

年のリーマン・ショック以降の日立の経営改革と成長戦略に焦点を当て、これらの取り組み

がどのように企業再建を実現したかを検討する。さらに、日立の事例を通じて、日本企業の

今後の国際戦略に対する示唆を提供することを目指す。 

 

４．研究方法 

本研究は、2000 年代の日本経済新聞の記事を収集し、日立製作所の国際戦略提携やクロ

スボーダーM&A に関するデータをテキストマイニング技術を用いて分析することを目的

としている。これにより、日立の国際戦略の特徴やトレンドを明らかにする。また、トライ

アンギュレーション手法を活用し、この新聞記事に加え、統合報告書、経営者の回顧録など

の書籍といった複数のデータ源を組み合わせて分析の信頼性と妥当性を高めた。これによ

り、より多面的かつ包括的な理解を得ることができ、研究結果の信頼性を強化している。 

 

５．外国市場参入戦略の動向 

（１）戦略的提携による技術革新と市場拡大 

日立製作所は、戦略提携を通じて技術革新と市場拡大を進めてきた。1983 年にはアメリ

カの Data General Corporationと提携し、スーパーコンピュータ開発に取り組み、競争力

を強化した。2009年には三菱重工業との提携で原子力発電事業を強化した。また、2010年

には米ネクストドックス社と製薬向け事業を強化した。2014 年にはマイクロソフトやアマ

ゾンとの提携でクラウドサービスを強化し、IT 分野でもリーダーシップを確立した。2021

年にはベトナムのバオベト・インシュランスと提携し、AI や医療ビッグデータ分野でも競

争力を強化している。 

（２）合弁事業によるグローバル展開 

日立は合弁事業を通じて、世界市場でのプレゼンスを拡大してきた。1996 年に IBM との

合弁で日立グローバルストレージテクノロジーズを設立し、HDD分野で世界的地位を確立し

た。2011年にはブラジルでモノレール車両を現地生産するために IESA社と合弁会社を設立

し、エネルギー市場でもインド企業と火力発電ボイラーの合弁事業を展開した。2015 年に

はジョンソンコントロールズとの合弁で空調事業を強化し、さらにトルコのアルチェリク

との合弁で家電事業のグローバル展開を推進した。 
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(３）M&Aによる事業領域の拡大 

日立は M&A を積極的に活用して事業領域を拡大してきた。2007 年には米国の電力機器メ

ーカーSullairを買収し、エネルギー事業を強化した。2012年には英国のホライゾン・ニュ

ークリア・パワーを買収し、原子力分野でのプレゼンスを向上させた。2016 年以降は、米

国のサルエアー社や半導体製造装置メーカーココレスを買収し、2019 年にはブラッドケン

を買収して鉱山機械事業を強化した。同年、日立化成を KKRに売却し、事業ポートフォリオ

の再編を進めた。2021年にはグローバルロジックを買収し、DX分野でのリーダーシップを

さらに強化した。 

（４）リーダーシップと戦略の変遷 

 日立マネジメントのリーダーシップと戦略の変遷を、2014年から 2023年にわたる CEOお

よび COO のメッセージをもとに分析すると、企業の方向性が大きく変わってきたことがわ

かる。 

① 2014年：中西 CEOと東原 COOのリーダーシップ 

2014 年は、日立の再構築期で、中西 CEO と東原 COO がリーダーシップを発揮した。中西

CEO は、リーマン・ショック後の経営危機からの立て直しを主導し、「社会イノベーション

事業」を中心に成長戦略を打ち出した。東原 COOは、ITと OT（運用技術）を活用し、社会

的課題の解決に焦点を当てたソリューションの提供に注力した。サービス事業の拡大とグ

ローバル展開を推進し、日立を社会課題解決型企業としての位置づけを強化した。 

② 2015年：東原 COOによる事業強化 

2015 年も引き続き東原 COO が日立の成長戦略を主導した。この年は特にグローバル市場

での競争力強化が進み、事業ポートフォリオの再編を通じて海外市場へのプレゼンスを拡

大する。イタリアの鉄道会社アンサルドブレダとアンサルド STSの買収を通じて、コペンハ

ーゲンメトロの保守運用に参入するなど、交通インフラ分野でのグローバル展開も加速し

た。 

③ 2016年～2021年：東原 CEOの下での成長と拡大 

2016 年に東原が CEO に就任すると、日立は積極的な M&A によるグローバルな事業再編を

進めた。日立物流や日立キャピタルの非連結化や、日立工機、日立マクセルの売却、さらに

はカーナビ事業クラリオンの売却などを行い、選択と集中を強化した。同時に、2018 年に

は ABB のパワーグリッド事業や米国の産業用コンプレッサー会社の買収、2021 年には

GlobalLogicの買収を通じて、デジタル技術とエネルギー事業を強化した。 

④ 2022年～2023年：小島 CEOによる成長モードへの移行 

2022 年からは、小島啓二が CEO に就任し、日立は新たな成長段階に入った。小島 CEO は

研究者出身であり、技術とイノベーションを軸に経営を進めている。2022 年にはイタリア

のジェノバでスマートモビリティに取り組むなど、新たな技術を取り入れた取り組みが進

められた。 

小島 CEOのリーダーシップ下では、日立は「成長モード」に移行し、グローバルなアセッ
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トのシナジーを最大化する戦略が展開されている。特に、AI やデジタル技術を活用した新

たなビジネスモデルの構築に注力し、日立を次の 10年に向けた成長軌道に乗せることが目

指されている。また、ガバナンス強化や DEI（ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージ

ョン）の推進にも力を入れ、企業としての社会的責任とグローバルでの競争力を一層強化す

る方針が示されている。 

このように、2014年から 2023年にかけて日立のリーダーシップは大きく変遷した。グロ

ーバル展開やデジタル化、エネルギー事業への注力を軸に、会社の戦略が進化してきた。日

立は引き続き、技術革新と社会課題の解決を通じて、グローバル市場での成長を目指してい

る。 

 

６．まとめ 

本研究は、日立製作所の国際戦略提携とクロスボーダーM&A を通じた成長戦略を検討し、

その有効性を明らかにした。日立は、エネルギー、IT、製造業といった多様な分野での提携

と M&A を通じて、グローバル市場での競争力を飛躍的に向上させた。また、リーダーシッ

プの変遷に伴い、経営戦略も進化し続けている。特に社会イノベーション事業やデジタルト

ランスフォーメーションに焦点を当てることで、持続的な成長を実現している。グローバル

事業を含めての戦略的な事業ポートフォリオの組み換えは、日本の他の企業の参考にもな

ろう。 
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